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名古屋市住民投票条例

(目的)

第 1条  こ の条例は、間接民主主義を補完すべく、住民に重大な影響を及ぼす

市政の重要事項について、住民に直接その賛否を問 う必要が生 じた場合にそ

の意思を確認する制度 (以下「住民投票」という。)を定めることにより、
住民の意思を市政に反映し、民主的な市政を実現することを目的とする。

(住民投票に付することができる重要事項)

第 2条 住 民投票に付することができる市政に係る重要事項 (以下 「重要事

項」という。)は 、現在若しくは将来の住民の生活に重大な影響を与え、又

は与える可能性のある事項であって、かっく住民に直接その賛成又は反対を

確認する必要があるものとする。

2 前 項の規定にかかわらず、既に住民投票に付された事項又は議会若しくは

市長その他の執行機関により意思決定が行われた事項にあっては、改めて住

民ヤ=直接その賛成又は反対を確認することが必要とされる特別な事情が認め

られるものでなければならない。

3 前 2項の規定にかかわらず、次に掲げる事項は、重要事項としない。

(1)法令の規定に基づいて住民投票を行うことができる事項

(2)住民投票を実施することにより、特定の個人又は団体、特定の地域の住

民等の権利等を不当に侵害するおそれのある事項

(3)そ の他住民投票に付することが適当でないと認められる事項

(投票資格者)

第 3条  住 民投票の投票権を有する者 (以下 「投票資格者」という古)は 、本

市の議会の議員及び長の選挙権を有する者で公職選挙法 (昭和25年法律第

100号)第 19条の規定による選挙人名簿に登録 されている者 (公職選挙法第

11条第 1項若 しくは第 252条又は政治資金規正法 (昭和23年法律第 194号)

第28条の規定により選挙権を有 しない者を除く。)と する。

(発議又は請求)

第4条 投票資格者は、その総数の10分の1以上の者の連署をもつて、住民投
票を発議 し、その代表者から、市長に対 し、その実施を請求することができ



る。

2 議 会は、議決により住民投票を発議し、市長に対し、その実施を請求する

ことができる。この場合において、議案を提出するに当たっては、議員の定

数の12分の 1以上の者の賛成がなければならない。

3 市 長は、自ら住民投票を発議することができる。

4 前 3項の規定にかかわらず、既に発議に係る手続が開始されている場合に

おいては、当該発議に係る住民投票の手続が行われている間は、何人も、当

該住民投票に付そうとされ、又は付されている事項と実質的に同一と認めら

れる事項について、住民投票を発議することができない。

5 こ の条例による住民投票が実施された場合に,ま、その投票結果の告示があ

つた日から2年間は、何人も、当該住民投票に付議された事項と実質的に同
一と認められる事項について、住民投票を発議することができない。

(発議又は請求の形式)

第 5条  前 条第 1項から第 3項までの規定による発議又は請求に当たっては、

住民投票に付そうとする事項について賛成又は反対を問う形式により行わな

ければならない。

(代表者証明書の交付)

第 6条  第 4条第 1項の規定により住民投票の実施を請求しようとする代表者

(以下 「代表者」という。)は 、市長に対し、住民投票に付そうとする事項

及びその趣旨を記載した実施請求書 (以下 「実施請求書」という。)を もつ

て、当該事項が重要事項であること及び前条に規定する形式に該当すること

の確認を請求し、かっ、代表者であることの証明書 (以下 「代表者証明書」 ′

という。)の 交付を申請しなければならない。

2 市 長は、前項の規定による請求及び申請があった場合において、住民投票

に付そうとする事項が重要事項であること及び前条に規定する形式に該当す

ること並びに代表者が投票資格者であることを確認したときは、速やかに代

表者に代表者証明書を交付するとともに、その旨を告示しなければならない。

(署名の収集)

第 7条 代 表者は、区ごとに作製した住民投票の実施請求者の署名簿に実施請

求書又はその写し及び代表者証明書又はその写しを付して、投票資格者に対



し、署名し、印を押すことを求めなければならない。

2 代 表者は、本市の区域内で公職選挙法の規定による選挙が行われることと

なるときは、地方自治法施行令 (昭和22年政令第16号)第 92条第 5項 に規定

する期間、当該選挙が行われる区域内におぃては、署名し、印を押すことを

求めることができない。

3 第 1項の署名及び印は、前条第 2項 の規定による告示の日から1か月以内

でなければ、これを求めることができない。ただし、前項の規定により署名

し、印を押すことを求めることができないこととなった区域内において,ま、
‐

その期間は、同項の規定により署名し、印を押すことを求めることができな

いこととなった期間を除き、前条第 2項 の規定による告示の日から31日以内

とする。

(議会への協議)

第 8条  市 長は、第 4条第 1項の規定による請求を受けたとき、又は同条第 3

項の規定により自ら発議するときは、住良投豪の実施について、速やかに議

会に協議を求めなければならない。

(住民投票の実施)              |

第 9条  市 長は、第 4条第 2項 の規定による請求を受けたとき、又は前条に規

定する協議を経たときは、住民投票を実施するものとする。ただし、当該協

議の結果、議会の議員の 3分の 2以上の者の反対があるときは、この限りで

ない。       ′

2 市 長は、前項の規定により住民投票を実施するときは、速やかにその旨を

告示し、かつ、第 4条第 1項の規定による請求に基づくものにあっては代表

者に通知しなければならない。前項ただし書の規定により住民投票を実施し

ないときも同様とする。

3 市 長″手、前項前段の規定による告示の日から60日を経過した日後初めて行

われる本市の区域の全部をその実施区域に含む公職選挙法の規定による選挙

の期日と同じ日を住民投票の期日とするものとする。

4 前 項の規定にかかわらず、住民投票に付されている事項 (以下 「付議事

項」というc)の 緊急性その他の理由により同項に規定する選挙の期日と同

じ日を住民投票の期日とすることが困難であると市長が特に認めるときは、



当該選挙の期日と異なる日を住民投票の期日とすることができる。

5 前 2項の規定にかかわらず、第 4条第 2項の規定による請求に基づく住民

投票にあっては、議会が議決により住民投票の期日を定めたときは、市長は、

その日を住民投票の期日としなければならない。

6 市 長は、住民投票の期日の少なくとも9日前までにその期日を告示しなけ

ればならない。

(情報の提供)

第10条 Ⅲ 長は、住民投票を実施する際には、投票の判断に資するため、公報

その他適当な方法により、また、必要に応じて公開討論会、シンポジウム等

を実施することにより、当該住民投票に関する情報を投票資格者に対して提

供するものとする。

2 市 長は、前項に規定する情報の提供に当たっては、中立性の確保に努めな

ければならない。

(住民投票運動)

第11条 住 民投票運動 (付議事項に対し賛成若しくは反対の投票をし、又はし

ないよう勧誘する行為をいう。)を するに当たっては、次に掲げる行為をし

てはならない。

(1)買収、脅迫その他不正の手段により住民の自由な意思を拘束し、又は干

渉する行為

(2)市民の平穂な生活環境を侵害する行為

(3)公職選挙法その他選挙関連法令の規制に反する行為

(投票資格者名簿の調製)

第12条 市 長は、規則で定めるところにより、投票資格者名簿(第9条第 6項

の規定による告示の日の前日現在の投票資格者を登録した名簿をいう。以下

同じ。)を調製しなければならない。

(投票区及び投票所)

第13条 投 票区及び投票所 (第18条に規定する期日前投票の投票所を含む。)

は、規則で定めるところにより、設ける。

(投票管理者及び投票立会人)

第14条 市 長は、規則で定めるところにより、前条に規定する投票所に投票管



理者及び投票立会人を置 く。

(投票資格者名簿の登録 と投票)

第15条 投 票資格者名簿に登録されていない者は、投票をすることができないと
2 投 票資格者名簿に登録された者であっても、投票資格者名簿に登録される

ことができない者であるときは、投票をすることができない。

(投票資格者でない者の投票)

第16条 住 民投票の当日(第18条に規定する期日前投票の投票にあっては、当

該投票の当日)、投票資格者でない者は、投票をすることができない。

(投票の方法)

第17条 住 民投票の投票は、付議事項ごとに、 1人 1票に限る。
2 住 民投票の投票をする投票資格者 (以下 「投票人」という。)は、住民投

票の当日、自ら投票所に行き、投票資格者名簿又はその抄本の対照を経なけ

れば、投票をすることができない。

3 投 票人は、投票人の自由な意思に基づき、
・
付議事項に賛成するときは投票

用紙に印刷された賛成の文字を囲んで①の記号を自書し、付議事項に反対す
るときは投票用紙に印刷された反対の文字を囲んで①の記号を自書しヽ これ

を投票箱に入れなければならなぃ。

4 投 票用紙には、投票人の氏名を記載してはならない。

(期甲前投票等)

第18条 前 条第2項及び第 3項の規定にかかわらず、投票人は、規則で定める

ところにキリ、期日前投票、不在者投票若しくは点字投票をして又ヤま代理投
票をさせることができる。

(投票の秘密の保持)

第19条 何 人も、投票人のした投票の内容を陳述する義務はない。

.(開票区及び開票所)

第20条 開 票区は、区の区域による。

2 開 票所は、市長の指定した場所に設ける。

3 市 長は、あらかじめ開票の場所及び日時を告示 しなければならない。

(閉票管理者及び開票立会人)

第21条 市 長は、規則で定めるところにより、前条第 2項 に規定する開票所に



開票管理者及び開票立会人を置く。

(投票結果の告示等)

第22条 市 長は、投票の結果が判明したときは、速やかに付議事項に対する賛

成の投票の数及び反対の投票の数並びに投票総数を、議会の議長及び第 4条

第 1項の規定による請求に基づくものにあっては代表者に通知するとともに、

告示しなければならないる

(投票及び開票に関する事項)

第23条 前 各条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し必要

な事項は、公職選挙法、公職選挙法施行令 (昭和25年政令第89号)及 び公職

選挙法施行規則 (昭和25年総理府令第13号)の 規定の例による。

(結果の尊重) !                        ヽ

第24条 議 会及び市長は、住民投票の結果を尊重しなければならない。

(委任)

第25条 こ の条例に定めるもののほか、この条像の実施のため必要な事項は、

規則で定める。

附 則

この条例は、平成22年10月1日から施行する。

(理 由 )

手の案を提出したのは、住民の意思を市政に反映し、民主的な市政を実現す     |
るため、住民投票制度を設ける必要があるによる。




